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ほぼすべての診療科においてゲノム情報が活用される時代となった。

健診（検診）の対象疾患においても遺伝要因が関与する場合が多い。単

一遺伝子疾患と多因子が関与する生活習慣病などがあるが、後者におけ

る遺伝要因の関与の実態はまだ研究段階と思われる。 

健診（検診）で遭遇し得る単一遺伝子疾患は遺伝性腫瘍、家族性高コ

レステロール血症、常染色体優性多発性嚢胞腎、遺伝性不整脈など多岐

にわたるが、がん検診に注力しているちば県民保健予防財団では先ず遺

伝性腫瘍を対象としている。2016 年 10 月に遺伝子診療部（遺伝カウ

ンセリング外来）を設置した上で、消化管内視鏡検査受診者・千葉県の

対策型がん検診受診者を対象としたがんの家族歴の問診票調査などを

用いて遺伝性腫瘍患者とその家系を見出すことに取り組んでいる 

 一方、個別化がん治療の流れの中で乳がん、卵巣がんなどにおいて

PARP阻害薬の適応判断のためのBRCA1/2遺伝学的が保険適用となり、

その結果として遺伝性腫瘍の家系が見いだされる場合も少なくない。そ

の場合は発症リスクが高い未発症血縁者のがんサーベイランスが重要

であり、健診（検診）機関の役割は大きいと考えられる。 


